
１．重要な会計方針

　当財団では、「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会により公表された会計基準）

を採用している。

（１）有価証券の評価基準および評価方法

　　満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　個別法による原価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　①建物及び建物付属設備

　　　　定額法によっている。

　　②上記以外の資産

　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以後に取得したものについては、

　　　定額法によっている。

（４）引当金の計上基準

　　賞与引当金

　　　役職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上している。

　  退職給付引当金

　　　退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

　  ポイント引当金

　　　MANAVIVA!会員の将来のポイント使用による費用負担に備えるため、当期末における未使用残高を計上している。

（５）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。

２．会計方針の変更

 賞与引当金の計上方法を、当期における要引当額を分かりやすく表示するため、差額補充法から洗替法に変更する。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　定期預金 692,933 0 0 692,933

　　投資有価証券 521,987,001 81,072 59,800 522,008,273

小　　計 522,679,934 81,072 59,800 522,701,206

特定資産

　　退職給付引当資産 53,545,272 1,544,508 0 55,089,780

　　誘致助成金積立資産 5,000,000 0 0 5,000,000

　　開催準備資金貸付資産 10,000,000 0 0 10,000,000

小　　計 68,545,272 1,544,508 0 70,089,780

合　　計 591,225,206 1,625,580 59,800 592,790,986

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正味
財産からの充

当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産

　　定期預金 692,933 (0) (692,933) －

　　投資有価証券 522,008,273 (0) (522,008,273) －

小　　計 522,701,206 (0) (522,701,206) －

特定資産

　　退職給付引当資産 55,089,780 (0) (0) (55,089,780)

　　誘致助成金積立資産 5,000,000 (0) (5,000,000) －

　　開催準備資金貸付資産 10,000,000 (0) (10,000,000) －

小　　計 70,089,780 (0) (15,000,000) (55,089,780)

合　　計 592,790,986 (0) (537,701,206) (55,089,780)

５．担保に供している資産

 なし

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 11,986,323 4,961,756 7,024,567

什器備品 2,536,455 2,130,480 405,975

ソフトウェア 108,000 45,000 63,000

合　　計 14,630,778 7,137,236 7,493,542

財務諸表に対する注記



７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益 （単位：円）

337回　利付国庫債券(10年) 59,940,679 60,936,000 995,321

154回　利付国庫債券(20年) 180,867,090 203,310,000 22,442,910

 11回　利付国庫債券(30年) 181,200,504 214,942,000 33,741,496

1-1　静岡市公債 100,000,000 99,520,000 -480,000

合　　計 522,008,273 578,708,000 56,699,727

８．金融商品に対する取り組み方針

 公益目的事業の財源の一定部分を運用益によって賄うため、債券により資金運用する。なお、デリバディブ取引は

行わない方針である。

（１）金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は債券であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

（２）金融商品のリスクに係る管理体制

①資金運用規程に基づく取引

　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程基づき行う。

②リスクの管理

　債券については、発行体の状況及び時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

補助金

   運営費補助金 　静岡市 0 109,036,000 109,036,000 0 一般正味財産

   観光案内所運営事業費補助金 　静岡市 0 24,082,000 24,082,000 0 一般正味財産

   観光宣伝事業補助金 　静岡市 0 10,794,000 10,794,000 0 一般正味財産

   訪日外国人旅行者周遊促進事業補助金 　国土交通省 0 6,629,000 6,629,000 0 一般正味財産

   しずおか観光安全安心づくり運動推進事業補助金 　静岡県 0 1,000,000 1,000,000 0 一般正味財産

   新しい生活様式に対応した観光地域づくり・誘客促進
　 事業補助金 　静岡県 0 599,000 599,000 0 一般正味財産

   新しい生活様式に対応した観光地域づくり・誘客促進
　 事業補助金 　静岡県 0 363,000 363,000 0 一般正味財産

   誘客多角化等のための魅力的な滞在コンテンツ造成
   実証事業補助金 　観光庁 0 19,896,735 19,896,735 0 一般正味財産

   誘客多角化等のための魅力的な滞在コンテンツ造成
   実証事業補助金   観光庁 0 15,666,200 15,666,200 0 一般正味財産

　高付加価値化商品造成事業補助金 　静岡県観光協会 0 250,000 250,000 0 一般正味財産

負担金

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　静岡市 0 8,316,000 8,316,000 0 一般正味財産

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　焼津市 0 500,000 500,000 0 一般正味財産

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　藤枝市 0 450,000 450,000 0 一般正味財産

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　島田市 0 250,000 250,000 0 一般正味財産

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　静岡商工会議所 0 500,000 500,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金 　静岡市 0 104,500,000 104,500,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金 　焼津市 0 3,700,000 3,700,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金 　藤枝市 0 3,700,000 3,700,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金 　島田市 0 3,700,000 3,700,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金   牧之原市 0 2,200,000 2,200,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金   川根本町 0 1,100,000 1,100,000 0 一般正味財産

  DMO推進事業負担金 　吉田町 0 1,100,000 1,100,000 0 一般正味財産

  GoToしずおかキャンペーン事業負担金 　静岡市 0 4,800,000 4,800,000 0 一般正味財産

合　　計 0 323,131,935 323,131,935 0

１０．関係当事者との取引の内容

１１．重要な後発事象

  該当なし

１２．過去の誤謬に対する注記

  令和元年度決算において賞与引当金の過剰計上が認められたため、前期損益修正を行った。

　 取引内容：「しずおか観光安全安心づくり運動推進事業」に係る広告宣伝及び情報発信業務委託

　 取引先　：株式会社静岡新聞社（静岡市駿河区登呂三丁目１番１号）　代表取締役社長　大石　剛

　 取引金額：1,000,000円

　 取引期間：令和2年7月8日から令和2年9月30日


